
横浜市における

副都心の開発

１

「都心」とは都市の中心という

ことになっているが，その前に

都市とはなにかということを明

らかにする必要があろう。国に

よってその定義に差はあるが，

ここでは，一応日本で一般に認

められている人口５万人以上に

市制をしくことができるという

基準にしたがって，この意味で

の市を都市として考えることに

したい。　しかし，近隣の農村，

町村の合併により，なかには市

とはいっても，実体はいたずら

に面積的な広がりによって人口

が集中されただけで，人口密

度，都市的な施設内容など必ら

ずしも都市とはいえないところ

もある。　しかし一応大都市とい

うのは，人口10万人以上のもの

を意味するとしてよいだろう。

副都心に乱大都市的な10万人

以上の日常生活圏をもつもの

と，10万人以下の中都市的なも
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２の，さらに５万人以下を対象と

する小都市的なものなど３種類

が考えられるが，横浜のような

巨大都市では，一応大型の大都

市的な副都心を，ここでは対象

とすることとしたい。

横浜市の場合，人口100万人未

満であった第２次世界大戦前に

は，副都心というものはなかっ

た。都心は，いわゆる関内，関

外，山下，伊勢佐木町あたりで

あり，そこは国際的な港都とい

う地理的条件から，官公庁，業

務，商業等が集中しており，い

まもその姿に変わりはない。

しかしながら人口は年々増大し

て26年には100万人を越え，昭

和43年４月22日にはついに200

万人を突破した。戦後の都市計

画としては，戦災復興や接収解

除地等の区画整理事業によって

860万m2に及ぶ大きな街づくり

が行なわれたが，ひきつづいて

新しい都市改造事業も行なわれ

ている。さらに一方において，

近郊地域に新市街地開発の区画

整理が進められているが，これ

らをもとに，副都心がすでにい

くつか形成され，今後もさらに

形成されようとしている。横浜

駅周辺がそれであり，鶴見駅や

新横浜駅周辺が，そのように開

発されようとしている地区であ

る。また港北ニュータウンに

も，副都心としての大きな期待

がかけられている。

横浜の副都心

１・横浜駅周辺

横浜駅周辺は神奈川区と西区の

境界地点にあるが，従来は両区

の中心的な地区ではなかった。

ここが副都心となったのは，つ

ぎの事情による。

Ａ　横浜駅西口一帯51万㎡が，

昭和28年から接収解除整備の区

画整理事業が行なわれて，駅前

広場14.600㎡をはじめ，幅員

36m,　25m等の幹線街路が整備

されたこと。

Ｂ　駅前周辺の土地が細分化さ

れず，区画整理の交換分合によ

り，大きく統合されたこと。

Ｃ　横浜駅は国鉄，東急,京急，

相鉄等の集合駅として，乗降客

が飛躍的に増加したこと＜表１

図１＞。

Ｄ　それらの地理的条件のもと

に，相鉄その他の大資本が早急

にしかも計画的に投入されて，

統一的な都市開発が行なわれた

こと。

このほかさまざまな原因がかさ

なって，高島屋，名店街，駅ビ

ル，地下街等の完成とともに，

わずか10年にして都心を上回る

昼間人口の集中を示し，いまや

横浜随一の副都心となった。横

浜駅西口は，さらに付近の丘陵

地付近まで拡大していくだろう

し，それに呼応して東口の再開

発も進んできたので，将来の発
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横浜駅の乗降客数＜１日平均＞

図１ 横浜駅１日平均乗車人員

の経過

展はめざましいものとなるだろ

う。

２・鶴見駅周辺

鶴見区は京浜工業地帯を含ん

で，従来から横浜市内でもっと

も人口の多い区であった。その

人口と世帯数の変せんの経過は

つぎのとおりである。

鶴見駅は国鉄の京浜東北線の駅

であり，臨海工業地帯の海芝浦

へ結ばれる鶴見線の起点ともな

っている。さらに国鉄駅の100

m東に，駅前広場をはさんで京

浜急行電鉄の京浜鶴見駅があ

り，急行の停車駅となってい

乗降客数＜１日平均＞

る＜表２＞。

鶴見区は昭和43年３月１日現在

で，人口258,773人，世帯数72

,346となっており，日本でも有

数の大都市的条件をそなえてい

る。

この駅を中心として，東口は66

9,600㎡にわたって都市改造の

区画整理事業が昭和33年から行

なわれており，すでに7,600㎡

の駅前広場をはじめ，幅36mの

駅前大通り，22mの幹線街路も

ほぼ完成し，幅50mの国道15号

線その他の幹線街路も整備され

つつある。

駅付近は事業の50％を完成し，

国鉄鶴見駅ビルの完成にひき続

き，高層ビルの建築がいま盛ん

に進められている。駅のすぐ近

くに区役所，警察署，郵便局，

電話局その他，この区の行政セ

ンターが集中し，商業地域も近

代化を急いでいる。

駅西口も「市街地改造法」によ

って，駅前広場8,200㎡の整備

や幹線街路＜幅員22m＞の拡幅

を，商店街の再開発という形で

近く着手することになってい

る。

鶴見駅周辺が，副都心としての

発展が大きく期待されながらそ

の成長が比較的おそいのは，

Ａ　横浜駅西口へは7.1km,川

崎駅へは3.5 kmの地点にあり，

それらがいち早く復興して鶴見

の購買力を吸収してきたこと。

Ｂ　駅前周辺の都市改造事業の

着手と進ちょくがいままでは比
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表１

表２



較的おそかったこと。

Ｃ　駅周辺の土地の権利が複雑

で，かつ細分化されており，そ

の上，共同ビル等による大型

化，近代化に対して協調性が乏

しかったこと。

などの理由による。　しかしなが

ら最近駅前周辺は，商業地区，

業務地区的に副都心化していく

傾向を強く示してきており，ま

た，地区内の中小工場が内陸工

業地域へ移転をすすめているの

で，やがては横浜市内屈指の副

都心として繁栄していくことと

思われる。

３・新横浜駅周辺

(1）新横浜駅北部地区の都市改

造区画整理事業は，事業費33億

円をもって，面積804,790㎡を

商業地域とするもので，昭和39

年３月７日に区画整理を施行す

べき区域の都市計画が決定，つ

いで昭和39年12月23日に事業決

定されて，昭和40年度から着工

した。

現在仮換地の指定も全部終わ

り，幹線街路川上豊岡線＜幅員

30～50m＞の国鉄横浜線の立体

交差工事を施工中である。この

工事が昭和44年に完成すれば，

既成市街地と新横浜駅との連絡

が完成するわけで，すでに宅地

についても建築等土地利用計画

がすすめられている。

この地区を新横浜１丁日，2丁
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目，3丁目として新町名に改

め，また駅前に高度地区＜第１

種高さ14ｍ以上＞，防火地区，

準防火地区等の指定を行なっ

て，高度な土地利用についての

話し合いも進められているの

で，高層建築の建つのもここ

2～3年中であろう。

(2）新横浜駅南部地区の都市改

造区画整理の計画も，ほぼ固ま

ってきた。面積115万㎡，事業

費50億円で，ここは主として住

居地域とし，駅の近隣に業務，

商業地域をおくものである。

この地域には，すでに1,000戸

の住居などが散在しているが，

まだ大部分は山林，農地等なの

で，昭和43年度に都市計画とし

ての手続を終え，昭和44年度か

ら区画整理に着工するよう，地

元との話し合いが進められてい

る。新横浜駅の乗車人員はいま

は主として新幹線であるが，次

表のとおり増進しており，国鉄

横浜線の複線化の完成と，小机

・鳥山地区をも含めたこの周辺

一帯の開発により，飛躍的な発

展が期待され，市営地下鉄３号

線の導入により，強力な副都心

が形成されるものと思われる。

　１日平均乗車人数

　　昭和39年度’　　　438人

　　昭和40年度　　　1,378人

　　昭和41年度　　　2,290人

　　昭和42年度　　　2,912人

４・港北ニュータウン計画

港北ニュータウン計画は，およ

そつぎのとおりである。

　計画人口　　25万人

　面積　　2,500ha

　　内訳

　l,500ha　日本住宅公団によ

る区画整理

　1,OOOha　農業地区及び公社

民間等の開発

　住宅戸数　　71,000戸

　土地利用計画　住居地域1800

ha,商業地域130ha,業務地区

70ha, 農業地区440ha,その他
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現在日本都市計画学会による基

本計画も完成し，昭和43年度か

ら細部設計と用地買収にはいる

予定であるが，市営地下鉄３，

４号線が既設の鉄道と有機的に

連絡網をつくり，副都心として

の理想的なニュータウンが開発

されるものである。

３ 新しい副都心開発の目

的

巨大都市においては，副都心を

つくることは，都市計画とし

て，ぜひやらなくてはならない

ことである。とくに人口100万

人をこえた都市では，その必要

性が強い。

その目的は，一口にいえば「一

つの都心への過度集中の分散」

ということであろう。これを分



３・交通量の分散

１・人口住宅の分散

都心から放射的に，住宅が自然

発生的に外へ広がっていくとい

う形ではなく，市域全体にいく

つかの核を配置して，それぞれ

を中心とした通勤圏・日常生活

圏を，適所につくらなくてはな

らない。従来から主張されてき

た田園都市的なものでもよく，

また都心に対する衛星都市的な

ものとなってもさしつかえな

い。

都心への鉄道，バス等の大量輸

送機関の現況は，朝夕の通勤ラ

ッシュ時には，すでに定量の２

倍をこえている。

道路についてみても，都心への

幹線街路はすべてその容量の限

界点にきている。同一時間帯に

おける同一方向への交通の流れ

は，このままでは，ますます激

化して動きのとれない状態にな

ることは明らかである。

ところで，横浜市において都市

計画決定されている幹線街路

は，88路線，延長512.84kmであ

って，その内訳はつぎのとおり

となっている。

放射線　13　延長　167.54km

環状線　７　延長　143.33km

補助幹線　68　延長　201.97km

このうち完成しているのは，わ

ずかに18％であり，残り82％を

完成するためには，約2,000億

円か必要である。年間20億円を

投じても全体の完成に100年か

かる計算となる。

図２　　横浜市既成市街地と市街化進行区域

２・商工業等の分散

横浜市は臨海部に工業集中の形

がみられるが，これは大工場に

つれて中小工場もそこへ集中し

たからで，なかにははなはだし

い住・商･工の混在が各所にみら

れる。それらのなかには，立地

的にも営業的機能的にも適正

配置とはいえないものがかなり

多くみられる。

土地利用計画上からいえば，も

っと内陸地帯へ工場を分散し，

あるいは業種別，機能別に集合

することが望ましい。それらを

再配置することによって，既成

市街地の再開発はやりやすくな

り.また工業自体の規模の拡大

や合理化等も行なえるのだか

ら，将来の発展に適した土地へ

の移動が望まれる。
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商業についても同様である。析するとつぎのようなことにな

るだろう。



適当な位置に副都心を開発し

て，必要な幹線街路を限定して

優先施行し，交通方法の高能率

化や分散をはかり，さらに発生

交通量を少なくすることが必要

である。

４・通勤，買物等の時間と距離

の短縮

商工業その他の業務と住宅を副

都心へ分散することは，通勤先

と住居との距離を短縮し，通勤

や買物のための余分な時間や労

力や交通費を少なくすることが

できる。

通勤約１時間に要するエネルギ

ーについては，田中正四「都市

衛生学」＜南海堂発行1964年＞

に表３のように示されている。

これによると，混雑時通勤１時

間による運動量は，朝晩陸上

1,000m競走を２回行なうこと

に相当し，エネルギー消費量は

１日の労働による消費の30～40

％になることがわかり，職場と

住居の接近がいかに必要である

かを示している。

５・公園緑地等の確保による環

境の向上

横浜市は港北，保土ヶ谷，南，

戸塚区等に，いまなおかなり広

大な未開発地をもっている。昭

和42年12月現在の用途地域指定

をみても，全市域41,322haの

中の64％，26,611haは指定済み

であるが，36％にあたる14,711

haは末指定地域であって，徐

々に蚕食されつつあり，その大

部分は今後の開発が待たれてい

る。都市計画による適正な都心

の開発を行ない，公園，緑地，

広場等を確保することによっ

て，生活環境の向上が可能であ

る＜図２＞。

既成市街地においても，区画整

理や都市再開発事業により，環

境の向上を実現することは不可

能ではない。

等の供給源とすることができ

る。また，それによって都市農

業の集約化，近代化，採算性を

高めることもできるであろう。

７・都市の防災と美観

既成市街地に副都心を再開発す

る場合にも，また近郊地域に新

たに副都心を開発する場合に

も，都市計画にそって適正に実

施することにより，防災と都市

美の上に，大きな効果をもつ。

６・田園都市的な副都心

近郊地域の新たに開発される副

都心の周辺の適所に，農業専用

地区を指定して，その地区を副

都心の緩衝緑地，生産緑地と

し，副都心の住民への生鮮野菜

通勤＜約１時間＞に要するエネルギー
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１・副都心圏の大きさ

大都市にはいくつかの副都心が

できる可能性はあるが，すべて

のものはどうしてもより大きな

ものに吸引される傾向があり，

横浜市のような巨大都市におい

ては，あまり小さな規模では機

能的な副都心は成立しない。

横浜市の推定人口は，昭和55年

320万人，昭和60年370万人と

されている。　この場合，副都心

圈の人口はどうしても30～50万

人くらいなくてはならない。平

均40万人として，人口密度を

120人/haとすれば3,300ha，密

度をもう少し上げて150人/ha

とすれば2,660haとなる。　これ

は横浜市では現在の南区や鶴見

区あたりに相当する都市であ

り，これをかりに円形とすれ

ば，半径3,000mとなる。将来

４ 副都心開発の可能性

表３



人口等から見れば，横浜市には

都心の外に副都心が８ヵ所くら

いはできる可能性性があるとい

うことになろう。

２・交通機関について

人口30万人，広さ3,OOOhaとい

うことで半径3 kmの副都心圏を

考えると，交通機関としては，

どうしても鉄道が必要である。

しかも鉄道は２方向ではなく，

少なくとも3～4方向に配置さ

れることが望ましい。現在の横

浜でも都心や副都心の横浜

駅，鶴見駅がそれを示してい

る＜図３＞。鉄道網について

は，延伸中の国鉄根岸線，複線

化中の横浜線，今年から着工す

る市営高速鉄道，その他，いま

計画中の京浜急行，東京急行，

相模鉄道等の新線が大きな要件

となるだろう。交通機関の輸送

力については＜表４＞により比

較できる。

３・土地原価が安い場所である

こと

現在横浜市内には3.3㎡あたり

１万円以下の土地は，ほとんど

無いといわれている。これはや

むをえないことと思われるが，

副都心を新たに開発するために

は，都市施設の整備に高額の投

資が必要である。

土地区画整理事業等により,道

路，公園，広場，上下水道，治

水，ガス，電気，電話等の基礎

的な施設を造るだけでも開発

面積3.3㎡につき１万円以上は

かかる。さらに地区外の義務的

な関連事業を含めると3.3㎡に

つき２万円はかかる。　しかもそ

れらの基礎的な施設を造るには

10年前後の年月を必要とする。

従って，その間の投資利子や事

務費を考えるとき，その基盤と

なる上地の原価には大きな制約

があり，3.3㎡あたり15,000円

を大きく越えては，開発はほと

んど不可能といってよいだろ

う。

学校，警察，郵便局，保健所，

都市交通機関の輸送力比較＜１時間１車線当り＞
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図３　　横浜市鉄道網図

表４



図４　　横浜市都心・副都心配置図

消防署，区役所，図書館，その

他多くの公益施設が，さらにそ

の後にそこへ付加投資されるの

だから，一つの副都心を開発す

るための公共公益投資はなみた

いていのものではない。

そのようにして造成された開発

地の地価があまり高価になって

は，住宅は定着しないし，商工

業も成立せず，したがって副都

心もできないということであっ

て，とにかく土地原価は安くな

くてはならない。
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自然発生的に成長してきた町に

は副都心というものはできな

い。副都心というものは，そこ

になんらかの物理的な事業と投

資が行なわれなくてはならな

い。そのためには都市計画が必

要であり，それを実行する手段

として，土地区画整理事業や，

都市再開発事業その他合理的な

開発方法が行なわれなくてはな

らない。

神戸の三の宮駅前，新大阪駅

前，名古屋駅前，横浜駅西口

等，区画整理によるものが多

＜，千里ニュータウン＜大阪＞

多摩ニュータウン＜東京＞等は

新住宅市街地開発法によるもの

である。

横浜における戸塚駅や長津田駅

の周辺のような既成の町の場

合，都市改造，都市再開発等が

行なわれなければ，いまのまま

では副都心としての発展性はな

い＜図４＞。

どこに副都心ができる

これまでのべてきたように，横

浜市における大型の副都心の規

模は，人口30万人前後，面積

2,500～3,000 ha と考えられる

ので，都心のほかに７～８ヵ所

くらいの副都心の開発は可能で

ある。

横浜駅，鶴見駅，新横浜駅周辺

はいま形成されつつあり，また

港北ニュータウンもそのよう

な目的で計画されている。　した

がってその他にも３～４ヵ所は

可能であろう。

その場所については＜図４＞の

ように予想されるが，その正確

な位置については，前章にのべ

た４つの条件の大部分がそなわ

った所である，ということにな

るだろう。

＜計画局長・関東学院大学講師＞

４・都市計画による土地区画整

理等が行なわれること

か

５
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